
■令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業　実施計画における実施状況及び効果検証について

（単位：円）

効果・検証

臨時交付金 国家補助金等 一般財源

①実施状況（実施計画記載内容を基に決算額等を含めて）

②成果指数

③効果検証（評価）

重点交付金 1

守口市電力・ガス・食料品等価

格高騰緊急支援給付金支給事業

（R6低所得世帯支援・不足額給

付分）【物価高騰対策給付金】

課税課

地域福祉課
425,103,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持す

る。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R6,R7の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　19167世帯×30千円、子ども加算　2287人×20

千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　16056人　(287220千

円）　　のうちR7計画分

事務費　46333千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費

として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（19167世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足

額給付）の対象者数（16056人）

Ⅱ．物価高の

克服
- - R7.1 R8.3

対象世帯に対し

て令和7年3月ま

でに支給を開始

する

重点交付金 5
守口市生活応援商品券発行事業

【R7補正】
地域振興課 1,288,325,000

①物価高騰の影響を受けた市民に対して、消費の下支えを通じた生活安定支援と市内

消費喚起による地元事業者への経済的支援を目的に、守口市生活応援商品券(仮称)を配

付する。

②③商品券発行等業務委託　1,288,325千円

【内訳】

商品券原資　1,206,000千円

引換手数料　10,720千円

換金手数料　13,266千円

事業費　58,339千円

商品券　1冊9,000円分の商品券を無料配付

発行冊数　141000冊

※うち、1,269,402千円に交付金を充当

④基準日時点において守口市の住民基本台帳に記載のある全市民（全市民1冊配付）

Ⅰ．生活の安

全保障・物価

高への対応

①食料品の物

価高騰に対す

る特別加算

④消費下支え

等を通じた生

活者支援

R8.2 R8.4以降

商品券引換率

85％

商品券換金率

95％

重点交付金 6
守口市くらしの応援商品券発行

事業【R6補正分】
地域振興課 313,772,000

①物価高騰の影響を受けた市民に対して、消費の下支えを通じた生活安定支援と市内

消費喚起による地元事業者への経済的支援を目的に、守口市くらしの応援商品券を配

付する。

②③商品券発行等業務委託　363,772千円

【内訳】

商品券原資　306,000千円

引換手数料　5,440千円

換金手数料　6,732千円

事業費　45,600千円

商品券　1冊4,500円分の商品券を無料配付

発行冊数　75000冊

※うち、300,000千円に交付金を充当

④基準日時点において守口市の住民基本台帳に記載のある全世帯（1世帯1冊配付）

※No.7の事業と同一事業だが、No.5の事業にはR6補正、No.7の事業にはR7予備費を充

当する。

Ⅱ．物価高の

克服

③消費下支え

等を通じた生

活者支援

- R7.8 R8.3

商品券引換率

85％

商品券換金率

95％

成果目標

実施状況及び効果検証

総事業費

　　　　　　　                              　事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費に

対する執行額

財源内訳

終期
事業名

（充当事業）
担当課

実施計画記載内容

経済対策等と

の関係
始期推奨事業メニュー

事業完了後に効果検証を実施予定

事業完了後に効果検証を実施予定

事業完了後に効果検証を実施予定



重点交付金 7
守口市立小学校等給食費無償化

事業【R6補正分】
保健給食課 19,181,000

①給食物資の価格は総じて高騰が続く中、子育て世帯への経済的な負担を軽減するた

め。

②守口市立小学校等給食費無償化事業補助金の増額補正分（令和７年８月分から令和

８年３月分まで）　22,350千円

※うち、6,803千円に交付金を充当

③児童数6,094人、食材高騰対応分（30円/食、生活保護受給世帯59人及び就励援助受

給世帯150人分は控除）、給食回数125回

(給食費)22,852,500円－(就励・生保)502,500円

※教職員の給食費は含んでいない。

④学校給食協会（市立小学校学校及び義務教育学校前期課程に在籍する児童分）

※No.8の事業と同一事業だが、No.6の事業にはR6補正、No.8の事業にはR7予備費を充

当する。

※本交付金を活用して実施する事業として、対外的に説明可能。

Ⅱ．物価高の

克服

②エネル

ギー・食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

- R7.8 R8.3 補助率100％

重点交付金 8
守口市くらしの応援商品券発行

事業【R7予備費分】
地域振興課 50,000,000

①物価高騰の影響を受けた市民に対して、消費の下支えを通じた生活安定支援と市内

消費喚起による地元事業者への経済的支援を目的に、守口市くらしの応援商品券を配

付する。

②③商品券発行等業務委託　363,772千円

【内訳】

商品券原資　306,000千円

引換手数料　5,440千円

換金手数料　6,732千円

事業費　45,600千円

商品券　1冊4,500円分の商品券を無料配付

発行冊数　75000冊

※うち、50,000千円に交付金を充当

④基準日時点において守口市の住民基本台帳に記載のある全世帯（1世帯1冊配付）

※No.5の事業と同一事業だが、No.5の事業にはR6補正、No.7の事業にはR7予備費を充

当する。

米国関税措置

③消費下支え

等を通じた生

活者支援

- R7.8 R8.4以降

商品券引換率

85％

商品券換金率

95％

重点交付金 9
守口市立小学校等給食費無償化

事業【R7予備費分】
保健給食課 3,169,000

①給食物資の価格は総じて高騰が続く中、子育て世帯への経済的な負担を軽減するた

め。

②守口市立小学校等給食費無償化事業補助金の増額補正分（令和７年８月分から令和

８年３月分まで）　22,350千円

※うち、3,169千円に交付金を充当

③児童数6,094人、食材高騰対応分（30円/食、生活保護受給世帯59人及び就励援助受

給世帯150人分は控除）、給食回数125回

(給食費)22,852,500円－(就励・生保)502,500円

※教職員の給食費は含んでいない。

④学校給食協会（市立小学校学校及び義務教育学校前期課程に在籍する児童分）

※No.6の事業と同一事業だが、No.6の事業にはR6補正、No.8の事業にはR7予備費を充

当する。

※本交付金を活用して実施する事業として、対外的に説明可能。

米国関税措置

②エネル

ギー・食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

- R7.8 R8.4以降 補助率100％ 事業完了後に効果検証を実施予定

事業完了後に効果検証を実施予定

事業完了後に効果検証を実施予定


